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１ . 基本要件  

 本仕様書は大阪市住宅供給公社（以下、「公社」という。）給与管理システ

ムを運用する専用機としてのハードウェア（端末及びプリンター並びにそれ

らの付属品等）とソフトウェアのリースに関するものである。  

 また、本仕様書には、リースするハードウェア及びソフトウェアの詳細な

仕様と数量、導入場所とスケジュールに関する要件を記載している。  

 

２ . リース物品  

 ハードウェア（端末及びプリンター並びにそれらの付属品等）とソフトウ

ェアを指定場所へ搬入すること。  

 また、リース物品の利用に伴って必要となる物品（接続部品等）について

は、本仕様書の記載の有無に関わらず提供すること。  

 また、各ソフトウェアのライセンスに関しては、環境に対して最適な形態

を検討すること。但し、当該ライセンスは、公社に対し許諾されるものであ

り、本リース契約満了後も引き続き使用できるライセンスについては、本リ

ース契約満了後も公社がライセンスを所有するものとする。  

 

３ . リース物品の仕様及び台数  

（1） リースする機器の仕様は、別紙「導入機器等の仕様」を参照  

（2） リース物品台数は、デスクトップパソコン１台、モノクロプリンタ

ー１台とする。  

（3） リース期間は、平成 27 年 3 月 1 日から平成 32 年 2 月 29 日とする。  

 

４ . 契約方法  

 ファイナンスリース契約とする。  

 

５ . 支払方法  

 公社所定の支払審査書による当月分翌月末払いとする。  

 

６ . 入札金額  

 60 ヶ月分のリース料率で算定し、60 ヶ月のリース金額を入札金額として

記入すること。（消費税は含めないこと。）  

 



７ . 機器の搬入方法  

 公社の指示に基づき、次のとおり行なうこと。  

（1） コンセントの形状が、設置済みのものと異なる場合は機器に適合し

たアダプタ等を用意すること。なお、アダプタ等の利用については、

公社と調整を行なうこと。  

（2） 機器搬入日の約一週間前に公社と調整し、搬入を行なうこと。  

（3） 搬入日は、平成 27 年 2 月 13 日までに行なうこと。  

 

８ . 搬入支援  

 各機器の搬入に伴い、次のとおり行なうこと。  

（1） 動作確認期間中のリース物品に関する質疑に対し、速やかに対応す

ること。  

（2） 動作確認期間中は、リース物品に対する技術サポートを実施し、機

器等の初期不良時には必要な物品や代替機等を提供すること。なお、

本件に対する随時対応が可能な窓口を提示すること。  

 

９ . 納入要件  

 搬入に際しては、以下の要件で、各種作業を実施すること。  

（1） 連絡体制について  

 落札後速やかに、搬入に対する支援体制を明確にし、搬入期間中

の問い合わせ対応等を行なうこと。  

（2） 設置場所について  

 公社事務所内で、別途指定する。  

 

10.リース期間満了後の取り扱い  

 期間満了後は、ハードウェアを返却してリース契約を終了、又は再リース

とする。但し、返却する時は、次のとおりとする。  

（1） データ消去  

 納入機器のリース期間満了後、公社の指示により対象機器の撤去

を行ない、ハードディスク内のデータを完全に消去し、その作業が

完了した旨の証明書を公社に提出すること。  

 また、これらにかかる全ての費用は、貸主の負担とする。  

（2） 機器撤去費  



 納入機器のリース期間満了後、機器の撤去にかかる費用は、貸主

の負担とする。  

 

11.特記事項  

（1） 本件の全リース物品を対象とし、一つの窓口で対応すること。  

（2） 落札後速やかに、リース期間中の対応窓口を、公社に文書にて提出

すること。  

（3） 機器の正常稼動に必要な OS やソフトウェア等に関する質疑応答

の技術支援について、公社からの依頼に基づき確実に実施すること。 

（4） 落札後速やかに、提供する全リース物品の一覧表を提出すること。

また、リース物品の仕様を公社に文書及び磁気媒体にて提出し、説

明を行なうこと。  

（5） 契約期間中に、公社または給与管理システム保守の受託業者から各

種協力依頼があった場合、システムの円滑な稼動に必要な限り迅速

に対応すること。  

 

12.機密保護  

 本契約内で得た情報に関し、機密保護を確実に行なうこと。  

 

13.その他  

   契約後の本仕様書の解釈については、公社によるものとする。  

 

14.担当者  

   大阪市住宅供給公社 総務部 総務課 大河  

   （TEL 06－6882－7000 / FAX 06－6882－7001）  



（別紙）

1.パソコン（1台）

形状 デスクトップ型

ＯＳ
Windows 7 Professional 32ビット
（但し、Windows 8.1 Proへの無償アップグレードが出来ること。）
（製品出荷時が Windows 8.1の場合は、Windows 7へダウングレードすること。）

プロセッサ インテル® Core™i3 プロセッサ 3.6GHｚ 以上

本体サイズ
縦置き時　幅：100×奥行き：390×高さ：350mm以内（スタンド含まず）
（縦置き/横置き可能）

メモリ容量 4GB以上

ハードドライブディスク 500GB以上×２本　ミラーリング構成とする。

オプティカルドライブ 内蔵型DVDスーパーマルチドライブ

モニタ 17ｲﾝﾁ以上のTFTｶﾗｰ液晶（解像度 1,280×1,024）

キーボード USB 109Aキーボード（JIS標準配列）

マウス USBマウス（レーザー式、チルトホイール付き）

ソフトウェア Microsoft® Office Personal 2013

保守
5年間オンサイト保守（パーツ保証含む）（月～金 9:00～17:00）
※モニターを含む（オンサイト不問）

その他
・パソコン本体及びその他全ての付属品は、中古品でないこと。
・上記のOS及びソフトウェアをインストールした状態で納品すること。
・再セットアップ用のDVDを付けること。

2.プリンター（1台）

種類 モノクロレーザープリンター

給紙トレイ
カセットは、A4・A3の2段同時給紙で2種類対応。
（但し、各段A3～A5対応可能なこと。）
手差しトレイは、A3～はがきサイズ。

給紙容量 カセットは、250枚以上。手差しは、150枚以上。

印刷速度 30頁／分 程度（A4ヨコ）

両面印刷 両面印刷ができること。

対応OS
Windows® 2000/Windows® XP/Windows® Server 2008/Windows Vista™/Windows 7/
Windows 8/Windows8.1/Windows® Server 2012

接続ケーブル USBプリンターケーブル

保守 5年間オンサイト保守（パーツ保証含む）（月～金 9:00～17:00）

その他 プリンター本体及びその他全ての付属品は、中古品でないこと。

〔 導入機器等の仕様 〕



 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

 

１ 暴力団等の排除について 

 
(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下

同じ。）は、大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10 号。以下「条例」

という。）第 2条第 2号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条

第 3号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当

すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をして

はならない。 

(2) 受注者は、条例第 7 条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）

に、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・

原材料の購入契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認

められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当

該契約を解除させなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する

と認められる者から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けたときは、速やかに、この契約に係る公社監督職員若しくは検査職員又は当

該事務事業を所管する担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するととも

に、警察への届出を行わなければならない。 

また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら

れる者から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等

へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく公社に対し前号に規定する報告をし

なかったと認めるときは、大阪市住宅供給公社競争入札参加停止措置要綱による停

止措置を行うことがある。 

(5) 受注者は第 3号に定める報告及び届出により、公社及び大阪市が行う調査並び

に警察が行う捜査に協力しなければならない。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる

者からの不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方

協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認めら

れる措置を講じることとする。 

 

２ 誓約書の提出について 

    受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれ

が表明した誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判

断した場合はこの限りでない。 



特記仕様書 

 

（条例の遵守） 

第1条  受注者および受注者の役職員は、本契約業務（以下「当該業務」という。）の履行に

際しては、「職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例」（平成18年大阪市条例第16

号）（以下「コンプライアンス条例」という。）第5条に規定する責務を果たさなければならな

い。 

 

（公益通報等の報告） 

第2条  受注者は、当該業務について、コンプライアンス条例第2条第1項に規定する公益通

報を受けたときは、速やかに、公益通報の内容を発注者（公社総務部総務課）へ報告しな

ければならない。 

2  受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した

者から、コンプライアンス条例第12条第1項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該

申出の内容を発注者（公社総務部総務課）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第3条  受注者及び受注者の役職員は、発注者の内部統制連絡会議がコンプライアンス条

例に基づき行う調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第4条  受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係

る事務の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（個人情報等の保護に関する受注者の責務） 

第5条  受注者は、この契約の履行にあたって個人情報及び業務に係るすべてのデータ（以

下「個人情報等」という。）を取り扱う場合は、市民の個人情報保護の重要性に鑑み大阪市

住宅供給公社個人情報保護基本規程の趣旨を踏まえ、この契約書の各条項を遵守し、そ

の漏えい、滅失、き損等の防止その他個人情報等の保護に必要な体制の整備及び措置を

講じなければならない。 

2  受注者は、自己の業務従事者その他関係人について、前項の義務を遵守させるために

必要な措置を講じなければならない。 

3  万一個人情報等の漏えい、滅失、き損等の事故が発生した場合は、受注者は直ちに発

注者へ報告し発注者の指示に従うものとする。 

 

（個人情報等の管理義務） 

第6条  受注者は、発注者から提供された資料等、貸与品等及び契約目的物の作成のため

に受注者の保有する記録媒体（磁気ディスク、磁気テープ、パンチカード、紙等の媒体。以

下「記録媒体等」という。）上に保有するすべての個人情報等の授受・搬送・保管・廃棄等に

ついて、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設け管理状況を記録するなど適正に管理

しなければならない。 

2  受注者は、前項の記録媒体等を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能な

保管室に格納する等適正に管理しなければならない。 

3  受注者は、第1項の記録媒体等について、発注者の指示に従い廃棄・消去又は返却等を

完了した際には、その旨を文書により発注者に報告するなど、適切な対応をとらなければな

らない。 



4  受注者は、当該契約（協定）が終了した時、又は発注者が求めた場合は、発注者へ記録

媒体等を返還しなければならない。 

5  受注者は、定期的に発注者からの要求に応じて、第1項の管理記録を発注者に提出しな

ければならない。 

6  第1項に規定する個人情報等の管理が適切でないと認められる場合、発注者は受注者に

対し、改善を求めるとともに、発注者が受注者の個人情報等の管理状況を適切であると認

めるまで委託作業を中止させることができる。 

 

（目的外使用の禁止） 

第7条  受注者は、記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報等を他の用途に使用し、又は

第三者に提供してはならない。 

 

（再委託・外部持出しの禁止） 

第8条  受注者は、個人情報等を取り扱う業務を再委託してはならない。ただし、発注者より

文書による同意を得た場合はこの限りでない。 

2  受注者は、発注者が指定する場合以外は、記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報

等の外部への持出しを禁止する。 

 

（複写複製の禁止） 

第9条  受注者は、記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報等を複写又は複製してはなら

ない。ただし、発注者より文書による同意を得た場合はこの限りでない。 

2  前項ただし書に基づき作成された複写複製物の管理については、第6条を準用する。 

 

（個人情報等の保護状況の検査の実施） 

第10条  発注者は、必要があると認めるときは、受注者の個人情報等の保護状況について

立入検査を実施することができる。 

2  受注者は、発注者の立入検査の実施に協力しなければならない。 

3  第1項の立入検査の結果、受注者の個人情報等の保護状況が適切でないと認められる

場合、発注者は受注者に対し、その改善を求めるとともに、受注者が個人情報等を適切に

保護していると認められるまで、作業を中止させることができる。 

 

（事実の公表） 

第11条  発注者は、受注者が第5条から第9条の規定に違反していると認めるときは、その行

為の是正その他必要な処置を講ずるべき旨を勧告することができる。 

２  発注者は、受注者が前項に規定する勧告に従わないときは、事実の公表を行うことができ

る。 

 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第12条  発注者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求

をすることができる。 

(1) 発注者は、受注者が、コンプライアンス条例及び大阪市住宅供給公社個人情報保護基本

規程に基づく調査又は勧告に正当な理由なく協力せず、又は従わないとき 

(2) この契約による事務を処理するために受注者が取り扱う個人情報について、受注者の責に

帰すべき理由による漏えい、滅失、き損等があったとき 

(3) 前号に掲げる場合のほか、この特記仕様書に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき 
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